
２．主要事業の決定（議会提案）状況

●・・・新規事業　（単位：千円）

５ つ の
まちづくり

　特別委員会を設置し、重要案件を審査する。
・事業内容
　案件審査、先進事例の調査、研究等

719

（一般会計）

事 業 名 要求額

議　会　費

特になし特別委員会運営事業

議員政務調査支援事
業

　市議会議員の調査研究活動のため、必要な経費の一部とし
て、政務調査費を交付する。
・交付額　　議員一人当たり年額250千円
・交付時期　年2回（4月及び10月）

6,000

実施 特になし

総　務　費

防犯灯設置費助成事
業
（防犯灯設置費補助
金）

600
　各行政区が行う防犯灯の設置に対し、補助金を交付する。
・補助金交付基準
  防犯灯1基の設置事業費の1/2 （上限25千円）

実施 特になし

要求事業の概要 決定状況
（議会提案）

決定（議会提案）における論点、意見等

実施 特になし

実施

実施 特になし

市政改革
●
ふるさと応援推進事
業

646

２．
日本一の
健康長寿

中核的病院整備推進
事業

41,120

　西部保健医療圏(伊万里市､有田町)の中核となる新統合病院の
整備を推進する。
・負担金　40,355千円（伊万里・有田地区医療福祉組合）
・事務費　   765千円

　寄附条例を創設し、市民や全国の伊万里ファンの方々に対
し、本市固有の地域資源や特色を活かした元気プロジェクトへ
の支援をお願いし、使途を指定した寄附を募る。
（ふるさと応援基金：寄附金１口 5千円）

１．
地域の宝

住みたいまち伊万
里・行きたいまち伊
万里推進事業（●マ
イタウン定住奨励
金）

6,900

　市外居住者で、市内において住宅を取得し、転入された方に
対し、奨励金を交付する。
・奨励金交付基準
  　固定資産税課税額の3年分
　　陶芸窯購入費用の1/2等
　　1世帯当り限度額　500千円（1回限り）

市政改革
第５次総合計画策定
事業

6,630

　市政全般の方向性を示す重要な計画である第５次総合計画の
基本構想、基本計画を策定する。
・計画期間　平成21年度～平成30年度
・内容　　　①基本構想、基本計画の策定
            ②総合計画審議会の開催

実施 特になし

実施
6,628 事務費の精査による調整
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●・・・新規事業　（単位：千円）

５ つ の
まちづくり

（一般会計）

事 業 名 要求額 要求事業の概要 決定状況
（議会提案）

決定（議会提案）における論点、意見等

実施 特になし

実施
395 事業内容の精査に伴う減額調整

地籍調査事業

地域情報化一般事業
（●情報発信戦略ア
ドバイザー事業）

571
　特色を活かしたまちづくりを推進し市内外へ情報を発信する
ため、専門家の助言を受け、職員及び地域の情報発信力の強化
を図る。

138,925

　昭和58年事業着手以来、平成19年度末での進捗率は74％であ
る。
○事業内容
・19年度調査区　7.30k㎡
　南波多町大川原、高瀬の各一部、井手野及び原屋敷
　面積の測定､地籍簿作成等
・20年度調査区　6.50k㎡
　南波多町高瀬の一部、大曲、水留、古里
　一筆地調査､地籍図根測量､地籍細部測量等
○事業費
・補助事業　　118,800千円
・単独事業　　 20,125千円

市政改革
21世紀市民ゆめづく
り計画支援事業

2,968

　市民と行政の協働による新しい伊万里、楽しい夢のあるまち
づくりを実現するために、市民からゆめづくり計画やアイデア
を募集して支援を行う。
○補助金
・20年度新規分　2事業　1,400千円(1年目)
・19年度継続分　2事業　1,000千円(2年目)
・18年度継続分　2事業　　451千円(3年目)
○報償費等　 　　　　　　117千円

実施
1,327

委託事業から市直接事業へ変更するとともに、
事業に係る事務費等の精査による減額調整

市政改革

文化のまちづくり推
進事業
（●コミュニティ助
成事業費補助金）

2,500

　（財）自治総合センターのコミュニティ助成事業の採択を受
け、大川町宿地区で例年8月24日にとりおこなわれている六地蔵
尊の祭り（地蔵祭り）に使用する山車等の格納庫の整備（新
設）に助成する。
・交付団体：宿地区地蔵祭り山笠実行委員会
・総事業費：2,993千円
・補助金額：2,500千円

実施 特になし

実施 特になし

実施 特になし

２．
日本一の
健康長寿

食を活かしたまちづ
くり事業

市政改革 地域の元気推進事業 3,321

　市民と行政が協働する地域のまちづくりを推進するため、先
導的に取り組む町について、交付金事業を実施する。
・内容
　①計画策定交付金　100千円×7町
　②チャレンジ交付金
　　概ね900千円×2町（波多津町、二里町）

1,442

　「食のまちづくり推進計画」に基づき、市民と行政との協働
により事業を推進し、食育推進基本計画の策定を行う。
・推進委員会､シンポジウム､弁当コンクール等の開催
・食育推進基本計画の策定
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●・・・新規事業　（単位：千円）

５ つ の
まちづくり

（一般会計）

事 業 名 要求額 要求事業の概要 決定状況
（議会提案）

決定（議会提案）における論点、意見等

市政改革
●
市民活動支援セン
ター管理運営事業

3,008

　まちづくり団体の情報交換や交流の場等の活動拠点として整
備し支援する。
・面積：360㎡（旧電算センター）
・内容：ミーティングスペース、団体貸し事務所ブース、
　　　　貸しロッカー、貸しレターケース、市民開放端末PC、
　　　　会議室、印刷作業室、事務室

実施 特になし

３．
生き生き
と働ける

伊万里・アジアネッ
トワーク事業

5,838

　中国をターゲットに、伊万里の持つ資源を活用して、経済交
流を促進していくため、販促活動を中心に、現地活動拠点の設
置をめざしその方策を探る。
・伊万里梨輸出事業（負担金）
・伊万里焼輸出事業（委託料）
・交流拠点確保調査研究事業（委託料）

賦課徴収事業（●所
得変動に伴う住民税
還付金）

実施
2,501 維持管理経費等の精査による減額調整

実施 特になし

3,848 　平成２０年７月執行予定の農業委員会委員選挙に要する経費

101,894

　税源移譲に伴う税負担の均衡を保つため、所得税の負担が軽
減されず、住民税の負担のみ増となる方に対し、１９年度の住
民税既納付額から増額となった住民税相当額を還付する。
（※還付要件あり）

●
農業委員会委員選挙

実施
11,298

市の施設内で相談支援事業を実施するため、有
田町から負担金を財源に増額調整

実施 特になし

民　生　費

地域生活支援事業 36,929
　障害者自立支援法に基づく市町村事業であり、日常生活用具
の給付や移動支援、日中一時支援など、障害者が地域で自立し
た社会生活を営むために必要な事業を行う。

実施
36,403

平成19年度の実績等を精査し減額

実施
14,111

平成19年度の実績等を精査し減額
　身体障害者（児）の日常生活や社会生活を容易にするため、
補装具の交付（修理）を行う。
・負担割合　国1/2　県1/4　市1/4

　在宅の障害者の自立や社会参加等を促進するため、必要な福
祉サービスの利用の相談、援助及び情報の提供などを行う、相
談支援事業を市と有田町から別々に委託する。

●
障害者生活支援セン
ター管理運営事業

7,657

身体障害者（児）補
装具交付事業

14,252

身体障害者更生医療
給付事業

67,700

　身体障害者の障害部位の加療により、改善または機能維持が
保たれる場合（人工透析、心臓手術等）に医療費の給付を行
う。
・更生医療給付費　67,535千円
・負担割合　国1/2　県1/4　市1/4

実施
62,896

平成19年度の実績等を精査し減額
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●・・・新規事業　（単位：千円）

５ つ の
まちづくり

（一般会計）

事 業 名 要求額 要求事業の概要 決定状況
（議会提案）

決定（議会提案）における論点、意見等

実施 特になし

障害者自立支援給付
事業

532,915

　障害者自立支援法の施行に伴い、障害者やその保護者に対し
障害福祉サービス利用の支援等を行い、障害者の生活や社会参
加を促進する。
○介護給付
　・居宅介護　・重度訪問介護　・行動援護　・短期入所
　・重度障害者等包括支援　・療養介護　・生活介護
　・施設入所支援　・共同生活介護　・児童デイサービス
○訓練等給付
　・自立訓練　・就労移行支援　・就労継続支援
　・共同生活援助
○障害者自立支援給付費　520,972千円
○負担割合　国1/2　県1/4　市1/4

実施
521,740

平成19年度の実績等を精査し減額

実施
2,891

平成19年度の実績等を精査し減額

心身障害児通園事業

障害程度区分認定事
業

2,980
　障害者自立支援法に基づき、障害程度区分の認定に係る審査
判定業務を有田町と共同で行う。
・負担割合　国　46.4％　　市　36.6％　　有田町　17.0％

19,270

　障害のある児童及び発達に遅れのある児童と保護者に、日常
生活等に対応するための訓練や指導を行うこどもハートフルセ
ンターひまわり園を運営する。
・指定管理者（委託先）　　社会福祉法人　伊万里福祉会

医療費助成事業 208,525

　保健の向上と福祉の増進を図るため、重度心身障害者、乳幼
児、ひとり親家庭等に対し、医療費を助成する。
・重度心身障害者医療費助成事業　 119,114千円
・乳幼児医療費助成事業　　　　　　62,576千円
・ひとり親家庭等医療費助成事業　　26,835千円
・負担割合　県1/2　市1/2

実施
3,135

平成19年度の実績等を精査し減額

特別障害者手当等支
給事業

23,026

　常時特別の介護を必要とする在宅の障害者、常時介護を必要
とする障害児(施設入所児童を除く)に対し、手当を支給する。
・支給額（所得制限有り）
　　特別障害者手当 　月額 26,440円
　　障害児福祉手当 　月額 14,380円
　　経過的福祉手当 　月額 14,380円
・負担割合　国3/4　市1/4

実施
208,469

平成19年度の実績等を精査し減額

実施 特になし

障害福祉サービス利
用支援事業

3,201

　通所授産施設等利用者に対し、活動奨励金を支給し就労意欲
の向上を図る。
　また、施設入所者（２０歳未満）に対し、負担額の一部を助
成する。
・負担割合　県1/2　市1/2
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●・・・新規事業　（単位：千円）

５ つ の
まちづくり

（一般会計）

事 業 名 要求額 要求事業の概要 決定状況
（議会提案）

決定（議会提案）における論点、意見等

実施
8,316

委託料の増額と備品購入費の精査による減額

４．
安心して
子供を生
み育てる

●
特別支援学校留守家
庭児童健全育成事業

8,480

　伊万里養護学校に通学している児童・生徒を対象に留守家庭
児童クラブを開設する。
・開所時間  月～金曜日　　　13時30分～18時
　　　　　　土曜、長期休暇　 9時00分～17時
※平成20年6月開所予定

２．
日本一の
健康長寿

シルバー人材セン
ター支援事業

12,350

　高年齢者の就業促進に取り組むシルバー人材センターに対
し、支援を行う。
・高年齢者就業機会確保事業費補助金
　（国直接補助　12,350千円）

実施
144,474

平成19年度の実績等を精査し減額

２．
日本一の
健康長寿

緊急通報システム事
業

3,307

　突発的で緊急を要する疾患等に対応するため、在宅の一人暮
らし高齢者等に対し、緊急通報機器を貸与する。
・貸与見込台数　134台
・利用料金　　年収120万円未満　　　　 　　300円/月
　　　　　　　年収120万円～180万円未満　　900円/月
　　　　　　　年収180万円以上　　　　 　1,850円/月

実施 特になし

実施 特になし

実施
7,408

事務費の精査による減額

２．
日本一の
健康長寿

老人保護措置事業

２．
日本一の
健康長寿

敬老会開催事業 7,412

　敬老会を開催するとともに、地域経済の活性化と地域振興を
図るため、１人あたり額面３千円の敬老祝い商品券を贈呈す
る。
○つる・かめ敬老祝商品券　1,332千円
○敬老会開催委託料　　　　5,814千円

148,175

  おおむね６５歳以上で、環境上の理由及び経済的理由により
在宅での生活が困難な高齢者を養護老人ホームに措置する。
・対象者　68人
・施設名　伊万里向陽園、唐津松風園、シルバーケア武雄、
　　　　　寿光園、海光園、サリバン

２．
日本一の
健康長寿

老人クラブ活動事業 2,993

　伊万里市老人クラブ連合会及び各町単位老人クラブに対し、
補助を行う。
・市老人クラブ連合会活動事業費補助金　1,400千円
・単位老人クラブ活動事業費補助金　38千円/クラブ

実施
33,239

・管理運営に要する経費として、子育て支援セ
ンター長の報酬等を増額
・駐車場整備工事費を増額

２．
日本一の
健康長寿

●
第５次老人保健福祉
計画策定事業

0
　第４期介護保険事業計画との整合を図りながら、老人保健・
福祉施策の事業量の目標設定等を内容とする老人保健福祉計画
を策定する。

実施 特になし

実施
1,329

介護保険特別会計の要求であったが、一般会計
と折半で調整

４．
安心して
子供を生
み育てる

子育て支援センター
事業

30,741

　子育て相談業務や多様化する保育需要に応じた一時保育、休
日保育等の子育て世代への支援を行うとともに、市民センター
内への移転に伴い、より多くの人々に利用してもらうために、
前年度に取得した駐車場用地の整備を行う。
・管理運営に要する経費　　　　 5,692千円
・駐車場整備に要する経費  　　25,049千円
※駐車場整備については、まちづくり交付金対象事業
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●・・・新規事業　（単位：千円）

５ つ の
まちづくり

（一般会計）

事 業 名 要求額 要求事業の概要 決定状況
（議会提案）

決定（議会提案）における論点、意見等

実施
48,721

大坪クラブ専用施設増設工事の県補助が見込め
なくなったことから、分割なしで1クラブ分の
減額

４．
安心して
子供を生
み育てる

留守家庭児童クラブ
管理運営事業

51,571

　就労等により、昼間保護者のいない家庭の児童（小学１～３
年生）に対し、安全な生活の場や遊びの場を提供し健全な育成
を図る。
・利用料 月額3,000円(2人目以降1,500円)
・開設校区
　伊万里小、大坪小、立花小、二里小、山代東小、南波多小、
　松浦小、黒川小、東山代小、波多津小、波多津東小、
　大川内小、新設１校
※大坪クラブを２クラブに分割

４．
安心して
子供を生
み育てる

児童扶養手当支給事
業

299,702

　父と生計を同じくしていない児童等が育成される家庭の生活
の安定と自立の促進に寄与するため、手当を支給する。
・支給額　　　　　　児童1人のとき　41,720円～9,850円/月
（所得制限有り）　　　　2人のとき　 5,000円/月加算
　　　　　　　　　　　　3人目以降　 3,000円/月加算
・負担割合　国1/3　市2/3

実施
障害児保育推進事業の県補助金が廃止になる
が、同様の補助内容で継続

４．
安心して
子供を生
み育てる

一時保育促進事業 4,051
　保育園児でない在宅の乳幼児を一時的に保育園において保育
する私立保育園に支援を行う。
・負担割合　県2/3　市1/3

実施
297,836

平成19年度の実績等を精査し減額

実施
3,858

平成19年度の実績等を精査し減額

実施
1,709

消耗品費の減額

障害児保育・障害児
保育推進事業

４．
安心して
子供を生
み育てる

幼児インフルエンザ
予防接種費助成事業

1,719

　小学校就学前児童のインフルエンザ予防接種に要する費用の
一部を助成し、保護者の負担軽減を図る。
・1,000円/人の定額助成
（2回目の予防接種を受けた場合に限る）

6,582

　重度、軽度の障害をもつ児童を受入れている私立保育園に対
して、支援を行う。
 障害児保育事業補助金　　 56,730円/月・人
 障害児保育推進事業補助金 37,820円/月・人

４．
安心して
子供を生
み育てる

こども医療費助成事
業（●歯科診療分助
成）

4,923

　3歳～小学校就学前の児童について、入院時の医療費に係る自
己負担額の一部を助成するとともに、平成20年4月診療分から新
たに歯科診療に係る自己負担額の全額を助成する。
・入院分助成額　　保険給付の一部負担金1/2
・歯科分助成額　　保険給付の一部負担金全額
・支払い方法　　　償還払い方式

４．
安心して
子供を生
み育てる

児童手当支給事業
515,801

　児童手当法に基づき、児童手当の受給資格の認定及び支給を
行う。
・支給対象者　　小学校修了前児童を養育している者
・支給額　　　　　　（3歳未満）
（所得制限有り）　　　一律 10,000円/月
　　　　　　　　　　（3歳以上から小学校修了前）
　　　　　　　　　　　第1子、第2子　 　5,000円/月
　　　　　　　　　　　第3子以降　　　 10,000円/月

実施
4,486

助成見込件数の精査による減額

実施 特になし
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●・・・新規事業　（単位：千円）

５ つ の
まちづくり

（一般会計）

事 業 名 要求額 要求事業の概要 決定状況
（議会提案）

決定（議会提案）における論点、意見等

実施
1,724,675

公立：維持管理費等内容を精査し減額
私立：平成19年度の実績等を精査し減額

実施
826,427

過去３年の平均伸び率を勘案し減額

４．
安心して
子供を生
み育てる

保育園運営事業

生活保護事業 828,650

　生活困窮者に対し、困窮の程度に応じ必要な保護を行い、最
低限度の生活を保障し、自立を助長する。
・事業内容　　生活・医療扶助等
・負担割合　　国3/4　市1/4
※居住地不明者の場合は、県が市に代わって1/4を負担

1,733,660

　市内の公立６、私立１７保育園及び４月に開園予定の認定こ
ども園、市外保育園の運営に要する経費
・公立　　　514,432千円
・私立　　1,219,228千円（うち認定こども園分：54,702千円）
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